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高すぎる　国保料に悲鳴　！！
安心して　医療にかかりたい
　 参議院選挙で　いのち守る政治に
=千葉市国保を考える会=

　　国保110番なんでも相談電話　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
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民医連・生健会・民商・共産党市議団から


6人が相談に対応しました。
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●失業し、夫婦あわせて１３６万円の年金だけでは暮らせない。「減免してほしい」と区役所に相談。預貯金の額２７０万円を告げると「減免対象にはならない」と言われて愕然。「預貯金は将来のためにも生活費を削って貯めてきたもの」と言うと「１００万円位までなら対象」と言われたが、納得できず、不満がいっぱい。住まいは県営住宅、妻は働けない。自分がまた仕事をさがして働くしかないといま就活中。(70代男性)


 ●５ヶ月の子どもがいるが、夫と別居中。母親のところにいるが、１１月から国保料を滞納しているので、どうしたらよいかわからない。(20代女性) ●がんの治療中で、窓口負担が18,000円と交通費2,000円で１回に２万円の負担になる。とても生活が大変。軽減策を知りたい。(70代女性・年金生活者)　等々


国保料や介護保険料、税金等が重い負担となっています。千葉市では、滞納者への対応が区役所単位から市の担当課に一括する体制となり、生活実態の把握どころか、徴収ありきの姿勢が明らかになっています。


千葉市の国保料は、市全体の財政危機を理由に、一般会計からの赤字補填の繰入を行わず、約１００億円の国保特別会計の赤字が続いてきました。毎年の単年度収支黒字のための繰入はするものの、２０１７年まで６年間連続で引き上げられてきました。昨年は「広域化による激変緩和や医療費抑制で引き下げ」になりましたが、今年度は引き上げられました。市は、６年間連続値上げの１年目は、低所得世帯には配慮をと、「世帯の総所得２００万円未満は、被保険者均等割、世帯別平等割は１割軽減（減免）」の制度を導入。１年目は確かに低所得世帯が値上げにはなりませんでしたが、２年目からはこの制度でも値上げになる状況が続き、所得２００万円の２人世帯で「５年間で50,980円の増額」となりました。国の「繰上げ充用の解消、法定外繰入しない」方針のもとで、一気に国保特別会計赤字の解消を迫られ、国保料滞納者からの強権的な取り立て行政につながっています。国保は憲法２５条に基づく国の制度であり、国民皆保険制度のもとで「いのちの砦」となる制度です。▼国の責任で１兆円の公費投入をし、「均等割・平等割」の廃止で国保料を引き下げること。▼滞納を理由に資格証明書、短期保険証の運用はやめて、正規保険証交付を　▼「払いたくても払いきれず滞納している」加入者を悪質とみて取り立てるのではなく、「納税猶予・徴収猶予制度の活用」を周知することなど、


今回の相談電話での実態と要求解決を求めて、８月には区役所担当課との懇談や減免、納付相談で「区役所キャラバン」を予定しています。


参議院選挙の真っ只中です。寄せられた実態や声を生かし、国保制度の転換を求める選挙です。また、8月には、社保協の自治体要請キャラバンへ参加をして改善・要望を行います。　今回も「国保なんでも相談チラシ」を「考える会」の参加団体の機関紙折り込みと地域へ約13,000枚のチラシの配布を行いました。今年度の国保料決定通知・納付書が送付された直後の「相談電話」となりました。











千葉市国保を考える会は、６月２６日、２３回目となる「国保なんでも相談電話」を実施。２０歳代から７０歳代の方まで、「医療費負担が大変、軽減できないか」「収入が変わらないのに国保料が高くて払いきれない」「高齢でも年金だけでは暮らせない」「失業して収入が年金だけに、保険料の減免制度を使いたい」など、１４件の相談が寄せられました。　









